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近年，携帯電話網の運用データを元に生成される人口統計データを対象にした都市交通計画分野への活

用可能性等に関する研究が進められている．このような人口統計データにより，既存の統計調査では収集

困難であった 24 時間 365 日の全国の人々の行動特性を比較的詳細かつ速やかに捉えることが可能となっ

てきている．一方，携帯電話網の運用データに基づく人口統計データは，現在，単一の事業者保有のビッ

グデータから生成されていることから，事業者毎の契約者の地域分布，属性分布や行動特性の傾向の偏り

など，当該分野のデータ利用の観点からの懸念を示されることがある．本研究は，単一事業者の携帯電話

網の運用データに基づく人口統計データの代表性および当該分野への適用性の観点から考察する． 
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1. はじめに 

 

都市交通計画の立案においては，国勢調査やパーソン

トリップ調査（以下，PT調査）をはじめとした既存の

統計データが活用されてきているが，近年では，携帯電

話やカーナビゲーションシステムなどから取得された人

や車，鉄道などの移動実態が把握できる動線データを

「交通関連ビッグデータ」と称して，様々な活用方策や

実用化に向けた研究が行われている1)-11)．その結果，統

計データの“質”，動線データの“量”や“鮮度”の特

長を活かした組合せ分析の有用性・有効性が明らかにさ

れてきている12)-15)．このような交通関連ビッグデータの

中でも特に，携帯電話網の運用データを元に生成される

人口統計データを対象に，都市交通計画分野への活用可
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能性に関する研究が数多く進められている．その代表例

であるモバイル空間統計16)-18)は，携帯電話網の約7,000万

人の運用データ（法人名義のデータなどを除去）を元に

した人口分布統計であり，我が国最大の交通関連ビッグ

データである．既往研究では，モバイル空間統計の統計

的信頼性が確認19)されており，まちづくり20)-24)，防災25), 26)，

都市間旅客交通27), 28)や公共交通活性化29)への活用が試行

されていることから，人口分布統計としてのモバイル空

間統計の活用可能性が高いことがうかがえる． 

このような人口統計データにより，既存の統計調査で

は収集が困難であった 24 時間 365 日の全国の人々の行

動特性を比較的詳細かつ速やかに捉えることが可能とな

ってきている．一方，携帯電話網の運用データに基づく

人口統計データは，現在，単一の事業者保有のビッグデ

ータから生成されていることから 16), 30), 31)，今後，主とし

て国や地方公共団体等の行政機関が都市交通計画分野等

において当該データを継続して活用していくことを考え

ると，以下の 3 つの懸念がある．すなわち，1）単一事

業者のビッグデータから生成された人口統計に代表性は

あるのか，2）行政機関が永続的にデータを調達（活用）

していくことが可能か，3）特定の事業者に依存したデ

ータ仕様により競争原理の妨げになってしまわないか，

といった点である．これらの懸念のうち，2）永続的な

データ調達を安定化するためには，3）特定の事業者に

依存しないデータ仕様への配慮が必要であり，この点を

公明正大とするためには，1）データの代表性および，

データ仕様による偏りを確認しておくことが重要である． 

本研究は，単一事業者の携帯電話網の運用データに基

づく人口統計データであるモバイル空間統計の代表性と

データ仕様の偏りを確認した上で，都市交通計画等への

適用性の観点から考察する．具体的には，全国・地域別

の携帯電話の保有状況および経年変化から，モバイル空

間統計のデータ仕様に基づく推計精度の課題を考察する．

さらに，携帯電話保有者へのアンケート調査に基づき，

事業者毎の契約者の個人属性や行動特性に関する調査・

分析を行った上で，モバイル空間統計と大規模イベント

等における施設入場者の公表値等との比較分析（ケース

スタディ）結果に基づき，上記の観点にて考察する． 

 

 

2. 論点整理 

 

前述のように，人口分布統計としてのモバイル空間統

計の活用可能性が既往研究で示されているが，携帯電話

網の運用データに基づく人口統計データが単一事業者の

保有データから生成されていることから，「必ずしも全

国および地域の状況を的確に示しているとは言えないの

ではないか」との懸念がしばしば指摘される．その背景

には，携帯電話の事業者毎に，契約者の属性（就業形態

や年収等の層）が異なる点や，携帯電話の契約者の年齢

構成が異なる点が挙げられる． 

1 点目は，就業形態や年収等の個人属性が異なれば，

同じ年代であっても，行動特性（買い物等の行動やトリ

ップ傾向）が異なり，その結果，事業者の保有データに

基づく人口統計も異なる傾向を示す可能性がある．例え

ば，英国で実施された全国調査の結果 32)によれば，年収

が高いほどトリップ数が多く，平均的な移動距離も長く

なる傾向が示されていることから，日本においても同様

の傾向を示す可能性がある．さらには，携帯電話の事業

者毎の契約者の地域分布（地域毎のシェア）が異なるた

め，地域により統計値の精度が異なる可能性もある． 

2 点目は，単一事業者のビッグデータから生成された

人口統計のデータ仕様による偏りである．例えば，モバ

イル空間統計の作成手順は図-1 のように示されており，

携帯電話保有者のプライバシーを保護するため，運用デ

ータに対して，非識別化処理，集計処理，秘匿処理を実

施している．この集計処理の過程で，携帯電話契約者の

性年齢と居住地エリア情報を利用し，性年齢別・居住地

エリア別に人口分布を推計しているが，ベースとなる携

帯電話の保有率から十分なサンプルが確保できる 15 歳

から 79 歳までが統計対象であり 16)，全年齢が集計対象

とはなっていない．また，高齢者層が利用している携帯

電話の一部は，その子供の名義で契約されていることが

あるため，人口統計としての推計精度に課題がある． 

本稿は，上記の点を踏まえて，第 3章で全国・地域別

の携帯電話の保有状況とその推移から考察し，第 4章で，

携帯電話の利用者を対象としたアンケート調査の分析結

果により事業者毎の差異を比較した上で，第 5章では，

モバイル空間統計と施設入場者数の公表値との比較によ

り，統計データとしての妥当性を確認する． 

 

図-1 モバイル空間統計の作成手順 16）  
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3. 全国・地域別の携帯電話の保有状況 

 

(1) 全国の携帯電話保有状況とシェア 

日本国内の携帯電話の契約数は，2017年 4月時点で 1

億 6,000 万に達している 33)．年代別の保有率をみると，

各年代とも増加傾向にあり，特に高齢者層にその傾向が

顕著にみられる（表-1）．また，近年のスマートフォン

の登場以降，10 代から 60 代の携帯電話の保有率は増加

しており，これらの年代において携帯電話の非保有者が

携帯電話網の運用データから生成される人口統計に与え

る影響は限定的であると考えることができる．一方，70

代以上の携帯電話の保有率も増加傾向であり，このまま

推移すれば，80 代以上の保有率が他の年代同様に高く

なることが予想されるため，推計精度も徐々に高くなり，

前述の課題が自然解消することが期待される． 

 

表-1 日本国内の携帯電話保有率 

年 
携帯電話の保有率（利用率）（％） 

6-12歳 13-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70-79歳 80歳以上 全体 

2001 5.9  49.2  71.8  62.8  54.9  37.9  25.0  17.0  10.6  5.7  41.9  
2002 13.2  68.6  87.4  81.2  74.6  53.1  39.2  25.9  12.1  1.3  55.7  
2003 12.7  67.4  84.7  82.5  78.0  60.9  45.3  24.9  10.9  4.1  57.4  
2004 12.8  69.6  95.2  89.1  85.6  72.4  53.0  37.8  19.1  6.3  65.1  
2005 21.1  81.6  96.6  94.2  90.1  80.9  69.3  48.3  25.8  7.7  71.9  
2006 24.9  78.4  95.4  93.1  90.8  82.3  67.0  49.5  29.0  9.7  70.8  
2007 31.6  85.4  96.7  94.3  93.7  85.9  76.2  62.9  33.5  12.3  73.9  
2008 29.8  83.6  97.3  96.7  94.8  88.4  78.6  54.5  40.6  25.4  75.4  
2009 31.6  84.0  97.3  95.0  94.2  87.2  74.8  69.7  40.2  16.8  74.8  
2010 26.0  81.6  95.7  93.3  91.1  85.5  77.8  67.0  45.7  17.2  73.6  
2011 - 80.8  116.5  106.8  93.4  71.7  35.3  - 
2012 - 110.6  132.5  122.4  112.5  80.9  29.7  - 
2013 - 92.0  113.9  116.7  101.6  82.3  37.2  - 
2014 - 99.5  114.7  114.4  104.1  83.6  35.8  - 
2015 48.0  103.4  122.2  126.2  114.2  103.4  81.3  71.4  50.3  21.4  90.1  
2016 57.9  107.8  123.9  125.2  120.4  108.9  82.2  55.2  27.3  94.4  
2017 76.6  118.3  129.3  133.6  133.0  122.7  102.5  73.3  34.8  107.5  

（データ）総務省 統計調査データ「通信利用動向調査」34)より作成 

※ 2001年～2010年は，各年末時点の個人の携帯電話の利用率を示す．2011年～2017年は，各年末時点の個人の携帯電話， 

スマートフォン，タブレット型端末それぞれの保有率の合計値を示す． 

※ 2011年～2014年は，6-12歳および全体の数値が存在しない．また，60歳以上は一つのカテゴリとして集計されている． 

※ 2016年～2017年は，60-64歳と65-69歳は60-69歳のカテゴリとして集計されている． 

表-2 地域別携帯電話事業者シェア 

地域 事業者 
事業者別シェア（％） 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

北海道 
A 60.6  60.7  60.1  58.7  57.8  57.3  56.0  53.3  51.8  51.5  51.1  50.2  48.6  47.1  46.6  45.3  44.1  

B 26.3  24.4  24.2  25.5  27.1  28.4  30.1  31.5  31.9  32.2  32.4  32.4  33.2  33.9  34.3  34.6  36.5  

C 13.1  14.9  15.7  15.8  15.2  14.3  14.0  15.2  16.3  16.3  16.5  17.4  18.2  19.0  19.1  20.1  19.4  

東北 
A 60.2  59.9  59.8  59.2  58.1  58.6  57.6  55.7  54.7  54.5  54.1  53.3  51.4  49.5  48.8  47.9  47.5  

B 20.6  19.6  20.3  20.4  22.6  24.7  26.7  28.5  29.0  29.3  29.5  29.6  30.3  31.3  32.1  32.2  33.3  

C 19.2  20.5  20.0  20.4  19.3  16.6  15.7  15.8  16.2  16.2  16.4  17.1  18.3  19.1  19.2  19.9  19.2  

関東・ 
甲信越 

A 65.8  64.4  63.2  61.1  59.7  59.0  57.7  55.1  53.2  51.9  50.4  48.9  47.0  45.3  44.9  45.7  47.7  

B 21.3  21.5  21.7  23.3  25.2  26.6  28.0  28.7  28.2  27.6  26.8  26.4  26.4  26.5  26.3  26.1  25.4  

C 13.0  14.1  15.1  15.6  15.1  14.4  14.3  16.2  18.6  20.5  22.8  24.7  26.7  28.2  28.8  28.2  26.9  

北陸 
A 53.6  54.5  54.1  53.5  52.8  53.0  53.0  52.2  51.7  51.7  51.3  50.6  48.8  47.2  46.9  47.2  47.9  

B 25.7  23.7  23.0  23.6  24.8  25.9  27.0  27.5  27.5  27.7  27.6  27.4  28.2  29.1  29.8  30.3  30.5  

C 20.7  21.8  22.9  22.9  22.4  21.1  20.1  20.3  20.7  20.6  21.1  22.0  23.0  23.7  23.3  22.5  21.6  

東海 
（中部） 

A 60.3  47.2  47.2  46.4  45.7  45.9  45.8  44.8  44.4  44.4  43.8  42.8  41.3  39.8  39.4  39.1  39.0  

B 35.1  26.4  25.3  25.5  26.8  27.8  29.0  29.8  29.6  29.5  29.2  28.8  29.3  30.1  30.9  32.2  33.9  

C 4.6  26.4  27.5  28.1  27.5  26.3  25.3  25.4  26.0  26.1  27.1  28.4  29.4  30.1  29.7  28.8  27.2  

関西 
A 53.8  55.4  54.0  52.8  52.3  52.4  52.0  50.6  49.6  49.0  48.1  46.7  44.7  42.8  42.1  41.5  41.7  

B 31.5  28.7  28.8  29.5  30.7  31.4  32.3  32.7  32.2  32.1  31.6  31.2  32.0  32.9  33.8  34.1  35.0  

C 14.7  15.9  17.3  17.7  17.1  16.1  15.6  16.7  18.2  18.9  20.3  22.0  23.2  24.2  24.1  24.4  23.3  

中国 
A 55.4  56.9  56.8  56.2  55.8  55.5  54.6  52.6  51.6  51.5  51.1  50.5  49.5  48.0  47.8  47.6  47.3  

B 23.2  21.3  21.2  22.2  23.8  25.4  27.3  28.8  29.2  29.3  29.4  29.3  29.6  30.4  30.8  31.2  32.5  

C 21.4  21.9  22.1  21.6  20.4  19.1  18.1  18.6  19.3  19.2  19.5  20.2  20.9  21.6  21.4  21.1  20.1  

四国 
A 69.3  68.2  66.8  65.0  63.7  63.5  62.4  60.3  59.2  59.0  58.4  57.5  56.1  54.6  54.0  53.6  53.6  

B 18.0  17.6  17.8  19.3  21.3  22.5  24.1  25.1  25.5  25.7  25.8  25.9  26.7  27.6  28.4  29.1  29.7  

C 12.7  14.2  15.4  15.7  15.0  14.0  13.5  14.6  15.3  15.3  15.8  16.6  17.2  17.8  17.6  17.3  16.7  

九州 

A 59.7  61.0  60.9  59.6  58.0  58.0  57.3  55.1  54.2  54.1  53.7  53.3  52.2  50.4  49.4  48.5  45.7  

B 25.3  23.7  23.4  24.6  26.3  27.3  28.1  28.4  28.1  28.2  28.1  28.0  28.6  29.5  30.2  30.5  34.6  

C 15.0  15.4  15.7  15.8  15.7  14.7  14.6  16.5  17.7  17.7  18.1  18.7  19.2  20.1  20.4  21.0  19.7  

全国 
A 59.1  59.2  58.5  57.1  56.1  55.9  55.0  52.9  51.2  50.1  48.9  49.0  47.2  45.5  45.0  45.1  45.8  

B 24.6  23.5  23.5  24.5  26.2  27.4  28.7  29.4  28.9  28.4  27.8  28.2  28.5  29.0  29.2  29.3  29.8  

C 13.2  17.3  18.1  18.4  17.8  16.8  16.3  17.5  18.9  19.6  20.8  22.9  24.3  25.5  25.8  25.6  24.4  

（データ）一般社団法人電気通信事業者協会「携帯電話・PHS契約数：事業者別契約数」33)より作成 

※ 事業者によって定義が異なる地域に東海がある．具体的には，東海地域として愛知県，静岡県，岐阜県，三重とする場合と， 

さらに，長野県を加える場合がある．後者の場合は，関東・甲信越地域から長野県が除かれる． 
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(2) 地域別の携帯電話の事業者シェア 

1990 年代からの 20 年間に携帯電話サービスの普及が

急激に進み，携帯電話の各事業者においてサービスエリ

アの全国展開，通信速度および通信品質の向上が図られ

てきた．この間，音声サービスに加え，モバイルインタ

ーネット，音楽・動画サービス，e コマース等インター

ネットと融合した様々なサービスが登場し，料金プラン

が複雑化してきたが，市場が成熟期に向かうにつれ各事

業者が提供するサービスおよび料金プランは均一化しつ

つある． 

このような中で，携帯電話の地域別シェアをみると，

年々平準化しているが，これは前述した市場の成熟化に

よるものと考えることができる（表-2）．また，2006 年

の MNP（Mobile Number Portability）の導入により，契約

事業者の移行が容易になったことを受けて，事業者別シ

ェアに影響を与えたが，結果として，地域によらず，あ

る水準に落ち着いている様子がうかがえる．このことか

ら，特定の地域において，特定の事業者のシェアが著し

く高いとは言えないため，モバイル空間統計のように，

携帯電話契約者の性年齢と居住地エリア情報を利用し，

居住地エリア別に人口分布を推計する手法は，概ね妥当

であると考えられる． 

 

 

4. アンケート調査に基づく比較 

 

(1) アンケート調査の実施概要 

国土交通省が実施している全国都市交通特性調査（全

国 PT 調査）35)の対象区域となっている全国の 130 市区

町村の居住者を対象として，日常的な生活行動に関する

調査を実施した．具体的には，上記の地域に居住してい

る Web アンケートモニターに対して，ある平日の 1 日

の移動を回答するパーソントリップ調査と，ライフスタ

イルに関するアンケート調査を Web 形式にて実施した． 

アンケート調査の実施に際して，主に使用する携帯電

話（MVNO を除く各携帯電話事業者）と若年層・高齢

者層を確実に把握するため，年代（10 代および 20 代，

30代および 40代，50代以上の 3区分）で目標回収数を

設定し，想定どおりの回収を行った（表-3）．なお，居

住地別の割付は行わなかったが，概ね人口比に応じたサ

ンプル構成となっている． 

 

表-3 事業者・年代別の回収数 

年代 10代・20代 30代・40代 50代以上 
合計 

事業者 A B C A B C A B C 

回収 

結果 
151 150 148 163 155 158 171 173 167 1,436 

※アンケート調査回収期間：2017年2月 24日～3月 21日 

(2) 属性比較  

アンケート調査結果に基づき，就業形態や年収等の個

人属性の構成比に関して，各事業者および年代毎に比較

した結果を図-2，図-3に示す． 

年代別にみると，保有する携帯電話の事業者による職

業構成の回答傾向には大きな差異は見られなかった．ま

た，回答者の年代が高いほど，世帯年収が高くなってい

るが，保有する携帯電話の事業者による傾向には大きな

差異は見られなかった．前述の MNP 導入による契約事

業者の移行が容易になったこと等の影響の度合いは確認

できないが，現状認識として，各事業者における利用者

層に大きな違いはないものと考えられる． 

 

 

 

図-2 事業者・年代別の職業構成比（n=1,436） 

 

 

 

図-3 事業者・年代別の世帯年収構成比（n=1,436）  
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(3) 生活行動の比較 

次に，買い物行動や外食の傾向等，トリップ数等の交

通行動に影響を与える私事目的に関して，各事業者およ

び年代毎に比較した結果を図-4～図-6に示す． 

ここでは特に日常の交通特性（トリップ原単位等）に

影響を与える項目を比較しているが，年代別にみると，

保有する携帯電話の事業者による傾向に，極端に大きな

差異は見られないことが分かる． 

  

 

 

図-4 事業者・年代別の昼食時の外食頻度構成比（n=1,436） 

 

 

 

図-5 事業者・年代別の夕食時の外食頻度構成比（n=1,436） 

 

 

 

図-6 事業者・年代別の観光・レジャー頻度構成比（n=1,436） 

(4) 交通行動の比較 

日常の交通行動の比較のため，PT 調査の基本統計量

として一般的に用いられる外出率や原単位（1 日あたり

の平均トリップ数）およびトリップの平均所要時間や平

均距離を算出した結果を表-4，表-5 に示す．また，トリ

ップの目的構成を図-7に示す． 

外出率は概ね 86％～92％の範囲内であり，原単位（ネ

ット）も，各年代における事業者間の差異はごくわずか

で既存の PT 調査の算出結果の範囲内であった．また，

トリップ目的構成の年代別の相違は既存の PT 調査の結

果と同様であり，保有する携帯電話の事業者による傾向

に大きな差異は見られなかった． 

以上の比較結果を踏まえると，モバイル空間統計にて

実施される地域や性年齢の偏りの補正処理を行うことで，

単一の携帯電話の事業者のデータから生成された人口統

計であっても，全国的な傾向を表していると考えられる． 

 

表-4 事業者・性年代別の外出率・トリップ数（n=1,436） 

年代 10代・20代 30代・40代 50代以上 

事業者 A B C A B C A B C 

人数 151 150 148 163 155 158 171 173 167 

外出人数 139 134 135 142 141 146 148 156 144 

外出率 92.1% 89.3% 91.2% 87.1% 91.0% 92.4% 86.5% 90.2% 86.2% 

トリップ数 383 368 341 369 384 385 424 462 396 

原
単
位 

グロス 2.54 2.45 2.30 2.26 2.48 2.44 2.48 2.67 2.37 

ネット 2.76 2.75 2.53 2.60 2.72 2.64 2.86 2.96 2.75 

 

表-5 事業者・性年代別のトリップ時間・距離（n=1,436） 

年代 10代・20代 30代・40代 50代以上 

事業者 A B C A B C A B C 

トリップ数 383 368 341 369 384 385 424 462 396 

平均所要時間（分） 28.1 28.3 31.4 27.9 29.6 27.5 30.5 26.1 27.3 

1時間以上トリップ数 41 39 42 39 41 43 50 56 56 

平均距離（km） 14.7 10.8 23.0 9.6 8.5 14.6 15.0 10.7 10.4 

100km以上トリップ数 5 6 10 0 0 7 7 4 1 

100km以上トリップを 

除く平均距離（km） 
9.6 9.0 9.6 9.6 8.5 9.3 10.5 8.8 10.2 

 

 

 

図-7 事業者・性年代別の目的構成（n=1,436） 
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5. 人口統計データと施設入場者数との比較 

（ケーススタディ） 

 

(1) 大規模イベント時の施設入場者数との比較 

ここでは，イベント時に主催者が公表する入場者数と

モバイル空間統計に基づく推計値とを比較した．具体的

には，プロ野球や Jリーグの試合が実施される対象施設

を含むメッシュの人口統計データ（モバイル空間統計の

時間帯別滞留人口）には，施設入場者ではない当該地域

の居住者やオフィス等で勤務する人口も含まれているた

め，試合が行われていない日を平常時（基準値）として，

試合開催時との滞留人口の差分値を採用することとした． 

なお，試合開始後に遅れて来場する人が一定数存在す

ることを考慮し，試合開始 1時間後の滞留人口を比較対

象として設定した（図-8）．その上で，全国で実施され

たプロ野球や Jリーグの入場者数（公表値）と，前述の

方法で算出したモバイル空間統計の滞留人口をイベント

種類別，曜日別，施設立地別の 3項目に分類し，それぞ

れ比較した（表-6，図-9～図-11）． 

表-6 比較対象とする施設とイベント数 

分類 立地 施設名 休日 平日 

プ
ロ
野
球 

街中 

Koboパーク宮城スタジアム 3 12 

横浜スタジアム 3 8 

ナゴヤドーム 4 8 

阪神甲子園球場 3 8 

MAZDAスタジアム広島 7 0 

福岡ドーム 4 8 

郊外 札幌ドーム 9 9 

Ｊ
リ
ー
グ 

街中 

ベストアメニティスタジアム 6 6 

味の素スタジアム 5 8 

ノエビアスタジアム神戸 5 7 

郊外 

札幌ドーム 3 3 

NDソフトスタジアム山形 5 4 

Pikaraスタジアム 6 1 

エコパスタジアム 5 0 

埼玉スタジアム2002 6 6 

デンカビッグスワンスタジアム 6 6 

ニンジニアスタジアム 7 1 

エディオンスタジアム広島 5 4 

西部緑地公園陸上競技場 8 4 

合計 100 103 

 

図-8 モバイル空間統計の時間帯別滞留人口 

※札幌ドームでプロ野球が開催された2016.9.13のデータを例示 

 

図-9 施設入場者数（公表値）とモバイル空間統計との比較 

※イベント種類別（プロ野球／Jリーグ） 

 

図-10 施設入場者数（公表値）とモバイル空間統計との比較 

※曜日別（平日／休日） 

 

図-11 施設入場者数（公表値）とモバイル空間統計との比較 
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比較の結果，どの分類項目においても相関係数 0.8 以

上と強い相関を示している．特に図-11 の郊外施設の比

較では，相関係数 0.9854と非常に強い相関を示している．

これは，当該地域の居住者等の人口が少ないため，モバ

イル空間統計での施設入場者数を正確に算出できている

ためと考えられる．これに対して，図-9 のプロ野球を

対象とした比較では他項目より相関が弱くなっているが，

プロ野球の入場者数（公表値）がチケット販売枚数を基

に算出されている（実際に施設内にいる人数とは限らな

い）ことが一要因として考えられる．また，ほぼ全ての

分類項目でモバイル空間統計が公表値を下回っているが，

モバイル空間統計の仕様で 15歳未満および 80歳以上は

集計対象外となっていることが要因として考えられる． 

 

(2) 対象施設（公園）の来訪者数と滞在時間との比較 

次に，オープンな空間である公園を対象に実施した来

訪者数に関する実地調査結果とモバイル空間統計に基づ

く滞留人口とを比較した．対象とする公園は，立地場所

および公園施設の面積の大小に着目し，水元公園，こど

もの国，ひたち海浜公園の 3箇所とした（表-7）． 

実地調査の方法は，まず公園をカバーする 500m メッ

シュを選定し，当該メッシュ内外の出入りが可能な場所

にて通行者数および滞留者数をカウントした．ここで，

比較対象とするモバイル空間統計は 1時間あたりの平均

滞留人口を示すため，実地調査結果に関しても，時間帯

別の滞留人口を算出する必要がある．具体的には，モバ

イル空間統計は携帯基地局で観測される携帯電話からの

信号間隔に基づき滞留時間の期待値を算出し，携帯電話

台数と掛け合わせた上で人口に拡大することで生成され

る 36)．そのため，調査対象とした通行者のうち，1 時間

あたり 10 サンプル（人）をランダムに選定し，該当メ

ッシュの滞留時間を計測し，時間帯別の通行者数と平均

滞留時間を掛け合わせることで，1 時間あたりの滞留人

口を算出した上でモバイル空間統計と比較することとし

た．なお，モバイル空間統計の 500m メッシュ人口の集

計対象は公園全域とし，公園利用者数を推計するため，

居住地別人口を用いて地元住民を削除したものを用いて

いる（図-12～14）． 

以上の集計条件で算出したモバイル空間統計の滞留人

口と，実地調査結果（時間帯別来訪者数）および推計し

た 1時間あたりの滞留人口とを比較した結果を以下に示

す（図-15～17）．すべての公園において，公園の開園

時間から閉園時間までの時間帯にて，実施調査結果（時

間帯別来訪者数）と推計結果（1 時間あたりの滞留人口）

の間に，モバイル空間統計（人口分布）が位置すること

を確認できた．小規模な公園として選定した水元公園，

およびこどもの国の比較結果では，モバイル空間統計は

実地調査結果（1 時間あたりの滞留人口）により近い傾

向を示した．一方，大規模な公園として選定したひたち

海浜公園では，モバイル空間統計は実地調査結果（時間

帯別来訪者数）により近い傾向を示した．これは，ひた

ち海浜公園は郊外に位置する大きな公園であるため滞留

時間が長い傾向になる可能性が考えられ，平均滞留時間

が 1時間により近い値になることが要因と考えられる． 

  

表-7 来訪者数実地調査の対象施設 

公園名 住所 規模 立地 調査日 

水元公園 東京都葛飾区 小 街中 
2017年 

1月11日 

こどもの国 
横浜市青葉区， 

東京都町田市 
小 郊外 

2017年 

1月14日 

ひたち 

海浜公園 

茨城県 

ひたちなか市 
大 郊外 

2017年 

1月28日 

 

図-12 モバイル空間統計集計対象メッシュ（水元公園） 

 

図-13 モバイル空間統計集計対象メッシュ（こどもの国） 

 

図-14 モバイル空間統計集計対象メッシュ(ひたち海浜公園) 
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図-15 公園来訪者数比較結果（水元公園） 

 

 

図-16 公園来訪者数比較結果（こどもの国） 

 

 

図-17 公園来訪者数比較結果（ひたち海浜公園） 

 

 

6. まとめ 

 

本研究は，単一事業者の携帯電話網の運用データに基

づく人口統計データであるモバイル空間統計の代表性に

関して，データ仕様の偏りを確認した上で，属性別の傾

向の不偏性や真値との整合性を確認し，都市交通計画分

野への適用性の観点から考察した． 

日本国内の携帯電話の契約数は，各年代とも増加傾向

にあることから，携帯電話の非保有者が携帯電話網の運

用データから生成される人口統計に与える影響は限定的

であること，このままの保有率の傾向で推移すれば，80

代以上の保有率が他の年代同様に高くなり，高齢者層も

本人名義の割合が高くなることが予想されるため，推計

精度も徐々に高くなり，データ仕様上の課題も自然解消

することが期待される知見が得られた． 

また，アンケート調査結果から，保有する携帯電話の

事業者毎の年代別の職業構成や世帯年収等傾向には大き

な差異は見られなかったことから，各事業者における利

用者層毎の傾向に大きな違いはないことが明らかになっ

た．その結果として，日常の交通特性や，外出率や原単

位等の事業者間の年代別の差異はごくわずかであり，既

存の PT 調査の算出結果の範囲内であったことから，モ

バイル空間統計にて実施される地域や性年齢の偏りの補

正処理を行うことで，単一の携帯電話の事業者のデータ

から生成された人口統計であっても，全国的な傾向を表

していることを示した． 

さらに，モバイル空間統計による滞留人口と施設入場

者数との比較では，イベントの種類や曜日，施設の立地

に関わらず，高い相関をがあることを示した．一方で，

モバイル空間統計による滞留人口は，施設入場者数の公

表値を下回ったが，モバイル空間統計の仕様で 15 歳未

満および 80 歳以上が集計対象外となっていることが要

因として考えられる．この点に関しては，第 3章で示し

たように，現在は携帯電話の保有率が低い年齢層におい

て保有率が向上することにより（集計対象に含めること

が可能になれば）解消されていくものと考えられる． 

 

謝辞：本研究の遂行にあたり，（株）ドコモ・インサイ

トマーケティングの渋谷大介氏，小田原亨氏，

（株）NTTドコモの永田智大氏，（株）サーベイ

リサーチセンターの廣田慎一朗氏，長澤伸哉氏

には，モバイル空間統計の比較検証の作業にて

多大な協力および貴重な意見を賜った．また，

東京都建設局，国営常陸海浜公園事務所には，

公園での現地調査にて多大な協力を賜った．こ

こに記して謝意を表する． 
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